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１．適用範囲

　この標準は、公衆電気通信回線網内で使用される大型システムの放射電磁波測定に関する技術要求事項を

規定している。ただし、無線装置は除外する。

　この標準は設置場所の記録を要求する装置もしくはシステムで構成される大型システムに適用される。そ

のようなシステムの適合を証明するため、適合試験を行うための最小の代表システムが定義されている。最

小の代表システムとして適合しているユニットで構成される設備は放射電磁波に関する要求を満たしてい

ると考えられる。

　最小の代表システムは機能（それぞれの機能ユニットを少なくとも一つ含む）と電磁放射特性の点で設置

されるシステムを代表する。最小代表システムについては試験に使用する供試機器としてこの標準で言及す

る。

　オープンサイト（ＯＡＴＳ）または相応の部屋で最小代表システムを試験するものとし、適用する許容値

はＣＩＳＰＲ２２［１］に規定されている。

２．参考規格

　以下に示すＩＴＵ－Ｔ勧告および他の参考文献には、この標準を構成するための規定が含まれている。発

行時、記載された版は有効であったが、全ての勧告および他の参考文献は改定されるため、この標準を使用

する場合、以下に記載された勧告および他の参考文献の最新版を調査する必要がある。有効なＩＴＵ－Ｔ勧

告のリストは定期的に発行されている。

［１］ＣＩＳＰＲ　２２、情報技術装置の無線妨害特性の許容値および測定方法

［２］ＣＩＳＰＲ　１６、無線妨害測定機器と測定方法に関する仕様書（国際無線障害特別委員会）

［３］ＩＥＣ５０（１６１）：１９９０、国際電気工学用語集－１６１章：電磁的両立性

2.1　引用文献

　ＥＴＳ　３００　１２７、大型電気通信設備の放射電磁波試験に関する装置工学

３．定義および略語

3.1　定義

　この標準ではＩＥＣ　５０（１６１）［３］の用語と共に、以下の用語を定義する。

3.1.1　システム

　販売を目的とし、サブシステム同士が接続されることによってすべての機能が動作するように製造された

サブシステムの組み合わせである。

3.1.2　サブシステム

　ホストシステム内で特定の機能を実行し、明確に定義されたインタフェースとプロトコルによって他の装

置と通信を行う機能ユニットの集まりである。
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3.1.3　機能ユニット

　特定の機能を実行するための電子機器の集まりでり、必要なサブシステムを構成するために他の機能ユ

ニットと接続されている場合がある。

3.1.4　新機能モジュール

システムの能力強化や改善のため、電子機器（パッケージや相互接続を含む）の集まりや組み合わせを置

き換えおよび／または追加を行ったもの。

3.1.5　測定サイト

　測定サイトは反射大地面を備えたオープンサイトもしくは相応の部屋とする。

3.1.6　最小代表システム

　最小代表システムは機能（それぞれの機能ユニットを少なくとも一つ含む）と電磁放射特性の点で設置さ

れるシステムを代表する。最小代表システムには少なくとも売り物としてまた、実際のシステムとして使用

するための最低限の形態を備えなければならない。ただし、監視用、システム計測用に接続された操作用装

置や一時的に接続される装置は除外する。供試装置(EUT)の選択例を図３－１に示す。

3.1.7　ケーブルの分配点

　ケーブルの分配点はケーブルが終端される点をさす。このユニットはシステムからのケーブルが外部ユ

ニットからのケーブルと接続される点である。

3.1.8　大型システム

　商用として特定のシステムを構成するため、機能的に接続されたラックの集まりであり、全体の寸法が通

常の１０ｍ測定サイトで測定可能な範囲を越えているもの。

3.2　略語

　この標準では以下に示す略語を用いる。

・ EUT(Equipment Under Test)：供試装置

・ OATS(Open Area Test Site)：オープンサイト

４．最小代表システム

　ここに、最小代表システムの構成を決定するための方法を示す。運用者は、通信装置がより高い妨害を与

えるリスクを持つ代替試験方法を受け入れるオプションを持つ。

4.1　最小代表システムの決定方法

　最小代表システムは、システムとして規定されたすべての機能が動作する最小数のユニットを含むシステ

ムである。

4.2　新しい機能モジュール

システムテストに用いられる機能モジュールは、規定された試験設備で(5.1 章参照)個別に評価しても良い。

この評価は、重要な設計変更による影響を判断する場合のリファレンスとして使用することができる。この

手段を用いることにより、新しい機能モジュールの性能が評価され、機能モジュールを新しい機能モジュー
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ルに置き換えられた時、代表システムが適合を維持している事を、新しい機能モジュールの結果が以前のモ

ジュールのそれと比較することにより証明できるであろう。

製造者は新しい機能モジュールに対して完全な代表システム試験の必要がない理由を明確に文書化し証

明しなければならない。但し、そのモジュールがシステム構成の変更を伴うような大きな変更が有る場合に

は、完全な代表システム試験を行わなければならない。

５．動作条件

5.1　装置の構成

　EUT の構成は、製造元が提供する設置手順書に従うこと。

　なお、各 EUT は、システムの動作に必要な最低限のインタフェースを含み、さらに、そのインタフェー

スの数は各 EUT ごとに明確にし、各々の試験成績書に記載すること。

　EUT の組立は、設置手順書に基づくどんな条件においても、放射電磁波が最大になる方法をとること。

5.1.1　EUT の境界線

　EUT のどの箇所からを試験の距離とするかを決めるため、EUT の境界線を決める必要があるが、その境

界線は、EUT の外側の直線包絡線とする。

　この境界線を決定するものには、試験を行うために装着するケーブルも EUT に含まれる。測定距離はこ

の境界線からとする。
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図３－１　／ＪＴ－Ｋ３８　　代表システムの選択の例
　　　(ITU-T K.38)
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5.2　装置のケーブル配線

5.2.1　システム内のケーブル配線

　システムの内部のケーブル及び、システムの動作に用いられる全てのケーブルを接続すること。

　また、ケーブルは通常のシステム動作に必要な長さ、形式で有ること。

　ケーブルは、設置するシステムを代表する形で、関連するシステム設置指示書に従い配線すること。

　システムは、CISPR 22 の床置き装置の要求条件に従い、標準的に設置すること。

　ただし、二重床を利用するシステムでは、代替方法として二重床を使用して設置しても良い。

　二重床を利用するシステムが、電磁波の放射に関して最悪条件であったり、試験に採用される場合、さら

には、内部配線ケーブルが、二重床の内部に配線される場合は、二重床の影響を評価すること。

　二重床が、システムの電磁波に対する遮蔽の一部分として設計されている場合は、所定の位置に配置する

が、二重床が遮蔽の一部として設計されていない場合、付随する電磁波の遮蔽効果を無効にするため、試験

中は二重床のパネルをはずして試験を行うこと。

5.2.2　装置間のケーブル配線

　外部装置、分配点などとのシステム間のケーブルは、システム供給元仕様、或いは、顧客の要求仕様に基

づき型式を選定し、さらに、関連するシステム設置手順書に従うこと。

　試験装置、EUT を動作させる装置のノイズが、測定対象となる代表的なシステムのノイズ測定に影響しな

いことを保証する措置がとられること。

　配線の方向、終端方法は、試験成績書に記録すること。

　システム、ケーブル、分配点など、測定に関わる全ての要素がこのノイズ測定にどのように影響するかを

分離することは困難であり、以下の２つの場合が考えられる。

        １）遮蔽されていないケーブルを採用したシステム

        ２）遮蔽されているケーブルを採用したシステム

　なお、遮蔽は、次の二つの方法により実現すること。

        ａ）遮蔽効果を有するケーブルを用いる方法

        ｂ）遮蔽効果を有しないケーブルを、電磁的に遮蔽された床、ダクトの中で用いる方法

　これらの設置方法における測定は、5.2.2.1 、5.2.2.2　に従い行うこと。

5.2.2.1　遮蔽されていないケーブルを採用したシステム

　分配点がどこに配置されようとも、5.2.2.1.1 、 5.2.2.1.2 の記述に従い遮蔽されていないケーブルを所定の

長さに設定し測定すること。

　所定の最小長さを越える部分についてはグランドプレーンの下を通してケーブルを測定サイトから出し

EUT を動作させる装置に接続する。

　この方法が現実的でない場合は、測定サイトのグランドプレーンに接合した遮蔽特性を有する筒またはカ

バーの中にケーブルを配線すること。

　ケーブルの配線方法としては、つぎの二つの方法がある。

5.2.2.1.1　架上ケーブルを用いるシステム

　架上ケーブルを用いるシステムとは、ケーブルを装置の上に配線する場合として定義される。

　全てのケーブルは、EUT から直角の方向に 1.5m 水平に出し、そこからグランドプレーンに落とすこと。

　ケーブルの支持体は、システム供給元仕様、或いは、顧客の要求仕様に基づいた型式とし、さらに、関連

するシステム設置手順書に従うこと。

　ケーブルの支持体を、システム供給元、或いは、顧客が指示しない場合は、非導体の遮蔽されていないケー
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ブル支持体を利用すること。

　ケーブルの高さ、位置は、試験成績書に記録すること。

　（図 5-1 参照）

　ケーブルは、グランドプレーンの下を通して測定サイトから出し、EUT を動作させる装置に接続すること。

　これが不可能な場合は、測定サイトのグランドプレーンに接合した遮蔽特性を有する筒の中にケーブルを

配線すること

5.2.2.1.2　二重床を用いるシステム

　試験に二重床を用いる場合（但し、利用する二重床は、遮蔽性能を有するようには設計されていない場合）、

全てのケーブルは、グランドプレーンに向けて二重床の中へ落とし、さらに、EUT から直角の方向に 1.5m

の長さで水平面上を配線する。　なお、二重床のパネルははずすこと。（5.2.1 を参照）

　ケーブルはグランドプレーンの下を通して測定サイトから出し、EUT を動作させる装置に接続する。

　これが不可能な場合は、測定サイトのグランドプレーンに接合した遮蔽特性を有する筒の中にケーブルを

配線すること。

　全ての露出している遮蔽されていないケーブルは、グランドプレーンから 10cm の高さの支持体の上に配

線すること。（図 5-2 参照）

　ケーブルの支持体は、システム供給元仕様、或いは、顧客の要求仕様に基づいた型式とし、さらに、関連

遮蔽層を大地面に接続する

分配点へ

供試装置

1.5 m

測定離隔

大地面

注１－EUT はグランドプレーンと絶縁体でできた支持体で分離すること。　さらに可能なら、サイトの正

　　　規の設置方法に従って電力供給装置のグランドに接続すること。
注２－明快にするため、単一のラックのみの図を示した。
注３－それが通常の設置方式ならばラックの高さでケーブルを支持して試験することも認められる。

図５－１／ＪＴ－Ｋ３８　架上配線システムでの試験の設置例
 (ITU-T K.38)



ＪＴ－Ｋ３８ － 6 －

するシステム設置手順書に従うこと。

　ケーブルの支持体を、システム供給元、或いは、顧客が指示しない場合は、非導体の遮蔽されていないケー

ブル支持体を利用すること。

5.2.2.2　遮蔽ケーブルを採用したシステム

　実際に設置するときに常に遮蔽ケーブルを用いる場合は、試験時、代表的な設置方法に基づいて配線する

こと。

　遮蔽効果を有するケーブルの例としては、同軸ケーブルによるシステムへの接続がある。

　遮蔽ケーブルをシステムと無遮蔽の分配点の間に用い、さらに、遮蔽効果のないケーブルがその先に配線

されている場合は、測定アンテナに、遮蔽効果のないケーブルが露出する形の試験条件を採用すること。

　これは、システムに最も近い点に無遮蔽の分配点を設置しこれを EUT の一部とすることで 実現する。

　この時、5.2.2.1で定義した考え方で、遮蔽効果のないケーブルを露出させること。

　システムと無遮蔽の分配点間の遮蔽効果のないケーブルに長さは、実際の設置に用いる場合の最小の長さ

に設定すること。

　この最小長は、システム供給元により定義され、延長部分は、低いインダクタンスで束ねること。

　指定の無い場合、その長さは、10m とする。

　図 5-3 に、このような場合の設定の一例を示す。

二重床

分配点へ

遮蔽層
100 mm 上方

大地面

測定離隔

注１：二重床が遮蔽の一部分となっていない場合は、二重床パネルをはずすこと。二重床は、EUT の遮蔽物から絶縁
　　　すること。
注２：明確にするため、単一のラックのみの図を示した。

図５－２／ＪＴ－Ｋ３８ 二重床での試験の設置方法の例
　　(ITU-T K.38)
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5.3　EUT を動作させる装置（動作試験装置）

　動作試験装置は、試験結果に多大な影響を及ぼさない様に、EUT から十分分離されること。

5.4　試験環境

試験環境に指定のない場合、試験環境は製造元の機器使用温湿度条件に従うこと。

６．測定方法

  EUT はその機能仕様に従って動作していること、そして試験中は最大の電磁妨害波が放射されるように

EUT を十分な条件で試験動作させること。

  EUT がターンテーブルの上に搭載できない場合には、グラウンド面上に設置すること。（但し、グランド

面とは絶縁されること。）

  アンテナは放出電波の受信レベルを最大にするために 1 から 4m の範囲で高さ方向に走査すること。水平

と垂直両方向偏波面で測定する。

4 5

2

1

1
1

3

0.5 m
1.5 m1.5 m

測定離隔

大地面

1. 最小で代表的な通信システム(ＭＲＳ)：明確にするため３ラック構成が示されている
2. 無遮蔽性分配点
3. ＭＲＳと無遮蔽の分配点間の遮蔽ケーブル接続（低インダクタンスで結合される）
4. 無遮蔽性信号ケーブル接続
5. 電力ケーブル

注：アンテナは水平・垂直偏波面それぞれに対し、地上高 1m から 4m まで走査される。

図５－３／ＪＴ－Ｋ３８　無遮蔽の分配点が有る遮蔽ケーブルシステムの試験配置例
　　　(ITU-T K.38)
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  アンテナは EUT の境界から１０ｍの場所に設置し、ケーブル配置は 5.2 節に従い、かつ図２、３、及び４

を参考にして設置する。

  そのシステムの適合確認のため、最低８方向から測定する。（図 6-1 参照）

７．試験結果報告書

　試験結果報告書には、使用した試験方法と共に試験結果とすべての試験条件を記入する。選択した被試験

機能ユニットは最小代表なシステムを構成するユニットであることを明確にすること。

　この試験報告に含まれるものは以下の項目とする：

　　ａ）EUT のための（機能ユニット）選択手順

　　ｂ）上記の機能ユニットを選択した理由

　　ｃ）ケーブル配置の記述

　　ｄ）EUT からの妨害電波の最大化のためにとられた活動の記述

　　ｅ）EUT を運用するための試験動作装置の記述

　　ｆ）試験中に使用される EUT の動作運用モードの詳細記述

　　ｇ）試験条件の記述で適切なサイトと EUT の写真と図面を含む

　　ｈ）試験結果

1 m

10 m

10 m 1 m

大地面の外周

注：この図における供試装置（EUT）の包絡線は図 5-1,5-2,5-3 に示したケーブルを含んでいる。

図６－１／ＪＴ－Ｋ３８ 　測定角度
　　　　　(ITU-T K.38)

供試装置
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　　ｉ）試験装置の校正状態に関する詳細記述

　　ｊ）試験サイトの記述

　　ｋ）EUT を構成する装置の詳細記述

　　ｌ）EUT を動作させるためのソフトウェアの記述
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